
－1－ 

平成 18 年３月期   第１四半期財務・業績の概況（連結） 

平成 17 年 7 月 28 日 

 

上場会社名       （コード番号：2327 東証第１部） 

(URL http://www.ns-sol.co.jp) 

問合せ先 代表者役職 代表取締役社長 氏名 鈴木 繁 

       責任者役職 取締役総務部長 氏名 謝敷 宗敬 (TEL:(03)-5117-4111) 

 

１.四半期業績の概況の作成等に係る事項 

① 会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無  ： 無 
 
② 最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無  ： 有 
(内容) 
固定資産の減損に係る会計基準及び同適用指針の適用 
 

③ 連結及び持分法の適用範囲の異動の有無   ： 有 

（内容） 

・連結（新規） １社 

 

２.平成 18 年３月期第１四半期財務・業績の概況（平成 17 年４月１日～平成 17 年６月 30 日） 

（１）経営成績（連結）の進捗状況 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 
四半期(当期) 
純 利 益 

 

18 年３月期 第１四半期 

17 年３月期 第１四半期 

百万円  %

27,187   △8.4

29,691    23.8

百万円  %

1,659  △3.0 

1,709   560.9

百万円  % 

1,717   △1.0 

1,735   587.0 

    百万円   %

 955       2.0

937   1,721.5

（参考）17 年３月期 146,526 11,710 11,790  6,620 

 

 1 株当たり四半期
（当期）純利益 

潜在株式調整後 
1 株当たり四半期
（当期）純利益 

 

18 年３月期 第１四半期 

17 年３月期 第１四半期 

円  銭

18.04  

35.37 

円  銭

－ 

－ 

（参考）17 年３月期 124.52 － 

（注）  

１． 期中平均株式数 18 年３月期 第１四半期 52,998,477 株

 17 年３月期 第１四半期 26,499,398 株

 17 年３月期 52,998,649 株

２． 売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同期増減率 

 

【経営成績（連結）の進捗状況に関する定性的情報等】 

業務ソリューション事業の減収等はあるものの、産業・流通向けを中心に引合い・受注とも

堅調に推移しました。 
 当第１四半期（平成 17年４月１日～平成 17年６月 30日）の売上高は 27,187百万円、経常
利益は 1,717百万円と前年同期と比べ 2,504百万円の減収、18百万円の減益となりました。 
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(2)財政状態（連結）の変動状況（平成 17 年６月 30 日現在） 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 
1 株当たり 
株 主 資 本 

 

18 年３月期 第１四半期 

17 年３月期 第１四半期 

百万円

88,031 

79,028 

百万円

54,488 

49,419 

 % 

61.9 

62.5 

円  銭

1,028.12 

1,864.91 

（参考）17 年３月期 98,372 54,104 55.0 1,020.46 

（注） 期末発行済株式数（連結） 18 年３月期 第１四半期 52,998,477 株

 17 年３月期 第１四半期 26,499,393 株

 17 年３月期 52,998,477 株

 
【連結キャッシュ・フローの状況】（平成 17 年４月１日 ～ 平成 17 年６月 30 日） 

 営業活動による 
キャッシュ・フロー

投資活動による 
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物

期 末 残 高 

 

18 年３月期第１四半期 

17 年３月期第１四半期 

百万円

3,585 

1,352 

百万円

△250 

△560 

百万円 

△509 

△508 

百万円

25,925 

27,801 

（参考）17 年３月期 9,187 △12,633 △973 23,098 

 

【財政状態（連結）の変動状況に関する定性的情報等】 

当第１四半期末の現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末から 2,826 百万円増加し、

25,925 百万円になりました。各活動区分別には以下の通りでございます。 

営業活動によるキャッシュ・フローは 3,585 百万円になりました。主な内訳は、税金等調整前四半期

純利益1,728百万円、企業間信用の圧縮12,786百万円、たな卸資産の増加△6,852百万円、法人税

等の支払△3,823 百万円等であります。 

投資活動によるキャッシュ・フローは△250百万円になりました。主な内訳は、有形・無形固定資産の

取得による支出△261 百万円等であります。 

財務活動によるキャッシュ・フローは△509 百万円になりました。内訳は、配当金の支払であります。 

 

３.平成 18 年３月期の連結業績予想（平成 17 年４月１日～平成 18 年３月 31 日） 

当第 1 四半期の業績は、概ね当初予想通り順調に推移しております。従って、中間期及び通期の

業績につきましては、下表の通り当初予想より変更はございません。 

 

 売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

 百万円 百万円 百万円

中間期 64,000 4,000 2,100 

通 期 150,000 12,000 6,700 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 126 円 02 銭 
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（参考）四半期個別業績等 

(1)個別経営成績（平成 17 年４月１日 ～ 平成 17 年６月 30 日） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 
四半期(当期) 
純 利 益 

 

18 年３月期 第１四半期 

17 年３月期 第１四半期 

百万円  %

24,783 △8.1 

26,981  26.2 

百万円  %

1,596     5.8

1,509   830.0

百万円  % 

1,863    7.9  

1,727  330.0 

百万円  %

1,112   10.6 

1,006  330.1 

（参考）17 年３月期 131,888 9,603 9,736    5,721    

 

 1 株当たり四半期
（当期）純利益 

潜在株式調整後 
1 株当たり四半期
（当期）純利益 

 

18 年３月期 第１四半期 

17 年３月期 第１四半期 

円  銭

20.99 

37.96 

円  銭

－ 

－ 

（参考）17 年３月期 107.54 － 

（注）  

１． 期中平均株式数 18 年３月期 第１四半期 52,998,477 株

 17 年３月期 第１四半期 26,499,398 株

 17 年３月期 52,998,649 株

２． 売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同期増減率 

 

 

(2)個別財政状態（平成 17 年６月 30 日現在） 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 
1 株当たり 
株 主 資 本 

 

18 年３月期 第１四半期 

17 年３月期 第１四半期 

百万円

82,198 

73,408 

百万円

49,147 

44,895 

 % 

59.8 

61.2 

円  銭

 927.33 

1,694.20 

（参考）17 年３月期 91,466 48,607 53.1 916.74 

（注）①期末発行済株式数 18 年３月期 第１四半期 52,998,477 株

 17 年３月期 第１四半期 26,499,393 株

 17 年３月期 52,998,477 株

②期末自己株式数 18 年３月期 第１四半期 643 株

 17 年３月期 第１四半期 167 株

 17 年３月期 643 株
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(3)個別業績予想（平成 17 年４月１日～平成 18 年３月 31 日） 

当第 1 四半期の業績は、概ね当初予想通り順調に推移しております。従って、中間期及び通期の

業績につきましては、下表の通り当初予想より変更はございません。 

 

 売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

 百万円 百万円 百万円

中間期 57,000 3,300 1,900 

通期 135,000 9,800 5,800 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 109 円 04 銭 

 

 

  

上記は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づくものであります。実際の業績は、

今後様々な要因によって予想数値と異なる可能性があります。 
 



４．第１四半期連結財務諸表
（1）第１四半期連結貸借対照表（要約）

注記 構成比 構成比 構成比 金額

番号 (％) (％) (％) (百万円)

13,811 12,020 11,477 543

13,990 13,904 11,621 2,283

19,692 17,269 37,265 △ 19,995

12,062 14,355 7,501 6,853

2,892 3,100 3,004 96

703 566 480 86

△ 13 △ 11 △ 22 11

63,138 79.9 61,205 69.5 71,327 72.5 △ 10,121

※１ 4,882 4,444 4,499 △ 55

964 613 669 △ 55

（1）関係会社長期貸付金 - 12,000 12,000 -

（2）その他 10,042 9,768 9,876 △ 108

15,889 20.1 26,826 30.5 27,045 27.5 △ 218

79,028 100.0 88,031 100.0 98,372 100.0 △ 10,340

9,392 10,131 17,340 △ 7,209

3,108 3,033 2,826 207

881 915 3,766 △ 2,851

2,924 3,092 5,712 △ 2,620

5,538 7,611 5,910 1,700

21,846 27.7 24,783 28.1 35,557 36.2 △ 10,773

6,282 7,196 6,939 256

※２ 313 245 355 △ 110

6,596 8.3 7,441 8.5 7,295 7.4 146

28,443 36.0 32,225 36.6 42,852 43.6 △ 10,627

(少数株主持分）

1,165 1.5 1,317 1.5 1,415 1.4 △ 97

12,952 12,952 12,952 －

9,950 9,950 9,950 －

26,046 31,736 31,265 470

△ 757 △ 757 △ 757 －

1,233 612 700 △ 87

△ 4 △ 4 △ 5 1

△ 1 △ 2 △ 2 －

49,419 62.5 54,488 61.9 54,104 55.0 384

79,028 100.0 88,031 100.0 98,372 100.0 △ 10,340負債、少数株主持分及び資本合計

Ⅴ　その他有価証券評価差額金

Ⅵ　為替換算調整勘定

Ⅶ　自己株式

資本合計

Ⅰ　資本金

Ⅱ　資本剰余金

Ⅲ　利益剰余金

Ⅳ　土地再評価差額金

固定負債合計

負債合計

少数株主持分

(資本の部)

１　退職給付引当金

２　その他

５　その他

流動負債合計

Ⅱ　固定負債

３　未払法人税等

Ⅰ　流動負債

１　支払手形及び買掛金

２　未払費用

(負債の部)

（平成16年６月30日現在）

区分

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

１　現金及び預金

２　預け金

３　受取手形及び売掛金

７　貸倒引当金

前第１四半期末 当第１四半期末
（平成17年６月30日現在）

金額(百万円)

資産合計

２　無形固定資産

３　投資その他の資産

流動資産合計

Ⅱ　固定資産

１　有形固定資産

４　賞与引当金

４　たな卸資産

前年度末
増減

固定資産合計

５　繰延税金資産

６　その他

前連結会計年度末
（平成17年３月31日現在）

金額(百万円) 金額(百万円)

-５-



（２）第１四半期連結損益計算書（要約）

注記 百分比 百分比 百分比

番号 (％) (％) (％)

29,691 100.0 27,187 100.0 △ 2,504 146,526 100.0

23,601 79.5 21,058 77.5 △ 2,543 117,061 79.9

6,090 20.5 6,129 22.5 39 29,464 20.1

※1,2 4,380 14.8 4,470 16.4 89 17,754 12.0

1,709 5.8 1,659 6.1 △ 50 11,710 8.1

30 0.1 67 0.2 251 0.2

4 0.0 8 0.0 171 0.1

1,735 5.8 1,717 6.3 △ 18 11,790 8.0

16 0.1 11 0.0 191 0.1

－ 0.0 － 0.0 184 0.1

1,752 5.9 1,728 6.3 △ 23 11,797 8.1

838 2.8 825 3.0 △ 13 4,954 3.5

少数株主利益 △ 23 △ 0.1 △ 52 △ 0.2 △ 28 222 0.2

937 3.2 955 3.5 18 6,620 4.5

当第１四半期
(自　平成17年４月１日

　至　平成17年６月30日)

金額(百万円) 金額(百万円)

前第１四半期
(自　平成16年４月１日

　至　平成16年６月30日)

Ⅰ　売上高

Ⅱ　売上原価

売上総利益

区分

営業利益

Ⅳ　営業外収益

Ⅴ　営業外費用

経常利益

前年同期
増減

金額
(百万円)

法人税等

四半期(当期)純利益

Ⅵ　特別利益

Ⅶ　特別損失

税金等調整前四半期(当期)純利益

Ⅲ　販売費及び一般管理費

前連結会計年度
(自　平成16年４月１日

　至　平成17年３月31日)

金額(百万円)

-６-



（３）第１四半期連結キャッシュフロー計算書（要約）

前第１四半期 当第１四半期 前連結会計年度

(自　平成16年４月１日 (自　平成17年４月１日 (自　平成16年４月１日

　至　平成16年６月30日) 　至　平成17年６月30日) 　至　平成17年３月31日)

１　税金等調整前四半期(当期)純利益 1,752 1,728 △ 23 11,797

２　減価償却費 315 305 △ 9 1,307

３　賞与引当金の増減額 △ 2,595 △ 2,620 △ 24 192

４　退職給付引当金の増減額 240 256 16 897

５　売上債権の増減額 17,769 19,995 2,226 196

６　たな卸資産の増減額 △ 5,027 △ 6,852 △ 1,825 △ 466

７　仕入債務の増減額 △ 7,839 △ 7,209 630 108

８　その他 △ 256 1,764 2,021 227

　　小計 4,358 7,368 3,010 14,260

９　法人税等の支払額 △ 3,036 △ 3,823 △ 786 △ 5,173

10　その他 31 40 8 100

　　営業活動によるキャッシュ・フロー 1,352 3,585 2,232 9,187

１　有形・無形固定資産の取得による支出 △ 420 △ 261 158 △ 965

２　関係会社への貸付けによる支出 － － － △ 12,000

３　その他 △ 140 10 150 331

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 560 △ 250 309 △ 12,633

１　自己株式の取得による支出 △0 － 0 △ 1

２　配当金の支払額 △ 463 △ 463 0 △ 927

３　少数株主に対する配当金の支払額 △ 44 △ 46 △ 1 △ 44

　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 508 △ 509 0 △ 973

△0 1 2 △0

282 2,826 2,544 △ 4,420

27,518 23,098 △ 4,420 27,518

27,801 25,925 △ 1,876 23,098

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額

金額(百万円)
金額
(百万円)

前年同期
増減

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

区分 金額(百万円) 金額(百万円)

-７-
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第１四半期連結財務諸表作成のための基本となる事項 

 
１.連結の範囲に関する事項 
 （1）連結子会社の数  11 社 

 

 （2）主要な連結子会社の名称 

 北海道エヌエスソリューションズ(株) 

 東北エヌエスソリューションズ(株) 

 (株)エヌエスソリューションズ東京 

 (株)エヌエスソリューションズ関西 

 (株)エヌエスソリューションズ中部 

 (株)エヌエスソリューションズ西日本 

 (株)エヌエスソリューションズ大分 

 NSSLC サービス㈱ 

エヌシーアイ総合システム(株) 

 日鉄日立システムエンジニアリング(株)  

新日鉄軟件（上海）有限公司 

なお、平成 17 年４月１日をもちまして、㈱エヌエスソリューションズ東京の新設分割によって、
ＮＳＳＬＣサービス㈱を設立致しました。 

 

 （3）主要な非連結子会社の名称 

 NS Solutions USA Corp. 

 

 （4）議決権の過半数を自己の計算において所有しているにもかかわらず、子会社としなかった会社等

はありません。 

 

２.持分法適用に関する事項 
 （1）持分法を適用した非連結子会社はありません。 

 

 （2）持分法を適用した関連会社数  ３社 

 持分法を適用した関連会社の名称 

  エヌエスアンドアイ・システムサービス(株) 

  (株)ソルネット 

  (株)北海道高度情報技術センター 

 

 （3）持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社等の名称 

 非連結子会社 

  NS Solutions USA Corp. 

    上記非連結子会社については、四半期純損益及び利益剰余金の額のうち持分に見合う額が、当社

並びに連結子会社及び持分法適用関連会社の持分に見合う四半期純損益及び利益剰余金等の合計に

及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため持分法の適用から除外しております。 

 

 （4）議決権の百分の二十以上、百分の五十以下を自己の計算において所有しているにもかかわらず関

連会社としなかった会社等はありません。 

 

３.連結子会社の四半期決算日等に関する事項 
連結子会社のうち、新日鉄軟件（上海）有限公司の第１四半期決算日は、３月 31 日であります。第１

四半期連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の第１四半期財務諸表を使用し、第１四半期連結決

算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 
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４.会計処理基準に関する事項 
 （1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

  時価のあるもの 

   四半期決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。（評価差額は全部資本直入法 

   により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。） 

  時価のないもの 

   移動平均法による原価法によっております。 

 

② たな卸資産 

仕掛品 

 個別法に基づく原価法によっております。 

その他 

 主として総平均法に基づく原価法によっております。 

 

 （2）重要な減価償却資産の減価償却方法 

① 有形固定資産 

主として定率法によっております。但し、平成 10 年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備

を除く）については定額法によっております。なお、貸与資産については貸与期間による定額法（残

存価額なし）によっております。 

 

② 無形固定資産 

定額法によっております。また、自社利用ソフトウェアについては、見込利用可能期間（概ね５年）

に基づく定額法によっております。 

 

 （3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

  売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 

② 賞与引当金 

  従業員の賞与の支給に備えるため、次回賞与支給見込額のうち当四半期連結会計期間に帰属する金

額を計上しております。 

 

③ 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額に基づき当四半

期連結会計期間末に発生していると認められる額を計上しております。 

また、数理計算上の差異は、発生年度に費用処理しております。 

   

④ 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当四半期連結会計期間末要支給額を計上して

おります。 

 

 （4）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

 （5）その他四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

 

５. 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
当連結会計年度から固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成 14 年８月 29 日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成 15 年 10 月 31 日）を適用しております。 

  なお、この適用に伴う影響はありません。 
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６.四半期連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
四半期連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引出可能

な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 
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注記事項 
（第１四半期連結貸借対照表関係） 

前第１四半期末 
(平成16年６月30日現在) 

当第１四半期末 
(平成17年６月30日現在) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日現在) 

※1 有形固定資産の減価償却累計額 

5,071百万円 

※1 有形固定資産の減価償却累計額 

5,603百万円 

※1 有形固定資産の減価償却累計額 

5,437百万円 

※2 偶発債務 

関連会社の金融機関からの借入金

に対し、保証予約を行なっておりま

す。 

 

㈱北海道高度情報 

技術センター 50百万円 
 

※2 偶発債務 

関連会社の金融機関からの借入金

に対し、保証予約を行なっておりま

す。 

 

㈱北海道高度情報 

技術センター 23百万円
 

※2 偶発債務 

関連会社の金融機関からの借入金

に対し、保証予約を行なっておりま

す。 

 

㈱北海道高度情報 

技術センター 29百万円 
 

 
（第１四半期連結損益計算書関係） 

前第１四半期 

(自 平成16年４月１日至 平成16年６月30日) 
当第１四半期 

(自 平成17年４月１日至 平成17年６月30日) 
前連結会計年度 

(自 平成16年4月 1日至 平成17年3月31日) 
※ 1 販売費及び一般管理費のうち主

要な費目及び金額は、次の通りであ

ります。 

給料諸手当 1,158百万円 

賞与引当金繰入額 620百万円 

退職給付費用 71百万円 

役員退職慰労 
引当金繰入額 

 
16百万円 

減価償却費 34百万円 

営業支援費 671百万円 
 

※ 1 販売費及び一般管理費のうち主

要な費目及び金額は、次の通りであ

ります。 

給料諸手当 1,222百万円

賞与引当金繰入額 637百万円

退職給付費用 109百万円

役員退職慰労 
引当金繰入額 19百万円

減価償却費 40百万円

営業支援費 753百万円
 

※ 1 販売費及び一般管理費のうち主

要な費目及び金額は、次の通りであ

ります。 

給料諸手当 6,053百万円

賞与引当金繰入額 1,175百万円

退職給付費用 367百万円

役員退職慰労 
引当金繰入額 73百万円

減価償却費 153百万円

営業支援費 2,649百万円
 

※2 一般管理費に含まれる研究開発費

は、226百万円であります。 

※2 一般管理費に含まれる研究開発費

は、276百万円であります。 

※2 一般管理費に含まれる研究開発費

は、1,177百万円であります。 
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（リース取引関係） 
前第１四半期 

(自 平成16年４月１日至 平成16年６月30日) 
当第１四半期 

(自 平成17年４月１日至 平成17年６月30日) 
前連結会計年度 

(自 平成16年4月 1日至 平成17年3月31日) 
(借主側) 

1. リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び四半期末残高相

当額 

 

取得価額 

相当額 

（百万円） 

 

減価償却 

累計相当額 

（百万円） 

 

四半期末 

残高相当額 

（百万円） 

機械装置 

及び運搬具 
97 59 37 

工具器具 

備品 
3,514 2,395 1,119 

ソフト 

ウェア 
1,026  672 353 

合計 4,638 3,127 1,510 
 

(借主側) 

1. リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び四半期末残高

相当額 

 

取得価額

相当額 

（百万円）

減価償却

累計相当額

（百万円）

四半期末

残高相当額

（百万円）

機械装置

及び運搬具
78 60 18

工具器具

備品 
1,893 1,229 664

ソフト

ウェア
647 468 179

合計 2,620 1,758 861
 

(借主側) 

1. リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相

当額 

 

取得価額 

相当額 

（百万円） 

 

減価償却

累計相当額

（百万円）

期末 

残高相当額

（百万円）

機械装置 

及び運搬具 
97  74 22

工具器具 

備品 
3,092  2,387 705

ソフト 

ウェア 
777  568 208

合計 3,967  3,031 936
 

(2) 未経過リース料四半期末残高相当額 

1年内 702百万円

1年超 767百万円

合計 1,470百万円
 

 (2) 未経過リース料四半期末残高相当額

1年内 405百万円

1年超 502百万円

合計 907百万円
 

 (2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 436百万円

１年超 550百万円

合計 986百万円
 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額 

及び支払利息相当額 

支払リース料 259百万円

減価償却費相当額 240百万円

支払利息相当額 10百万円
 

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 

支払リース料 138百万円

減価償却費相当額 128百万円

支払利息相当額 5百万円
 

 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 

支払リース料 806百万円

減価償却費相当額 747 百万円

支払利息相当額 33 百万円
 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存簿

価を零とする定額法によっておりま

す。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同  左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同  左 

(5) 利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の取得価

額相当額の差額を利息相当額とし、各

期への配分法については、利息法によ

っております。 

(5) 利息相当額の算定方法 

同  左 

(5) 利息相当額の算定方法 

同  左 

2. オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

1年内 2百万円

1年超 3百万円

合計 5百万円
 

2. オペレーティング・リース取引 

 未経過リース料 

1年内 2百万円

1年超 1百万円

合計 3百万円
 

2. オペレーティング・リース取引 

 未経過リース料 

1年内 2百万円

1年超 2百万円

合計 4百万円
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５.受注及び販売の状況 

 

(１) 受注実績 

事業の種類別セグメントを記載していないため、サービス分野別の当第１四半期（平成17年４月１日～平

成17年６月30日）の受注実績を示すと、次のとおりであります。 

（単位：百万円） 

サービス分野の名称 受注高 前年同期比 受注残高 前年同期比 

業務ソリューション事業 19,141 △0.3％ 19,404 24.3％ 

基盤ソリューション事業 5,780 △18.5％ 4,117 39.1％ 

ビジネスサービス事業 7,651 18.5％ 17,380 207.9％ 

合計 32,574 △0.5％ 40,901 68.9％ 

(注)  １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 ２ ビジネスサービス事業の受注高及び受注残高には、平成17年３月末に、新日本製鐵㈱向けサービ

スの受注高の把握方法を売上高計上時点での把握から、契約締結時点での把握に変更したことに

よる影響額を含んでおります。影響額としては、当第１四半期受注高において△843百万円、当

第１四半期末受注残高においては7,831百万円含まれております。 

 

 

(２) 販売実績 

事業の種類別セグメントを記載していないため、サービス分野別の当第１四半期の販売実績を示すと、

次のとおりであります。 

                      （単位：百万円） 

サービス分野の名称 金 額 前年同期比 

業務ソリューション事業 12,949 △10.1％ 

基盤ソリューション事業 6,183  △10.8％ 

ビジネスサービス事業 8,054 △3.7％ 

合計 27,187 △8.4％ 

(注)１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２  当第１四半期と前第１四半期の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

は、次のとおりであります。 

 

（単位：百万円） 

前第１四半期 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年６月30日) 

当第１四半期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年６月30日) 相手先 

販売高 割合(％) 販売高 割合(％) 

新日本製鐵㈱ 4,449 15.0％ 4,500 16.6％
 




